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1.研究目的 

現在，長周期地震動による超高層建物の被害や機

能損傷が懸念されている．2011 年東北地方太平洋沖

地震においても，震源から遠く離れた新宿の超高層ビ

ル群や大阪湾岸の超高層ビルなどでエレベータ停止

や内装材，防火扉の破損などの被害が多く発生した．

超高層建物の数は，年々増加し続けており，その大部

分が 3 大都市圏（東京，名古屋，大阪）に集中してい

る．大都市圏に位置する関東平野，濃尾平野，大阪平

野では，いずれも地盤固有周期が長く，長周期の構造

物と共振を起こしやすいことが問題とされてい

る． そこで本研究では，実際の地震観測記録を用いて，

大阪湾岸の超高層建物に対する振動特性の把握を行

う．  

 

2.対象建物と地震動  

 大阪湾岸に位置する地上 55 階建ての S 造建物を検

討対象とする．竣工は 1995 年 3 月であり，日本で第

4 位の高さ 256.0m を誇る．延べ床面積は 149,296 m2，

建築面積は 11,000m
2 である．地階は鉄骨鉄筋コンク

リート造であり，1 階以上は鉄骨造となっている．地

震計は 1F, 18F, 38F, 52F の各階に設置されており，そ

れぞれ建物の水平 2 成分，上下 1 成分の合計 3 成分の

加速度を記録する．対象地震動を表 1 に一覧を示す．

本震前後の振動特性を把握するために，特性の異なる

7 種類の地震動を用いた．  

図 1は，本震における各階での加速度記録である．

階が上がるにつれて応答が増幅していることが確認

できる．また，図 2に 52F における 1F に対する加速

度フーリエスペクトル比を示す．これより，1 次から

3 次までの固有振動数(固有周期)が 0.15, 0.48, 0.91Hz 

(6.6, 2.1, 1.1s)であることが確認できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.同定手法 

 固有周期，刺激関数，減衰定数などのパラメータを

伝達関数の適合法１）により同定する．伝達関数の観測

記録として，同定する建物の k 階における 1 階に対す

るフーリエスペクトル比を用いる．各フーリエスペク

トルを求める際には，ラグ・ウインドウ(バンド幅

0.01Hz)を用いて平滑化を施した． 

最初に各次固有周期を観測記録の伝達関数の頂点

より定める．次に，伝達関数の観測記録と理論解の振

幅 |𝐺𝐾(𝜔)| (式(1))について最小二乗法を用いて適

合させる．同定する建物の k 階における j 次の刺激関

数𝛽𝑗𝜑𝑗,𝑘，減衰定数ℎ𝑗を定めていく．一般的に応答を

評価するうえで充分と考えられる 3 次モードまでを

同定する．  

 

 

 

 

 

 

 

 

また本研究では，伝達関数の適合法を行う際に，1

〜3 次までの同定を同時に行わず，１つずつ行うとい

う，式(1)の処理に関して異なる手順で行った．具体

的には，伝達関数の観測記録での卓越している山の順

に計算を行っていく．例として，卓越している順が 1, 

図 2 本震における 1 階に対する 52 階の加速度
フーリエスペクトル比 
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図 1 本震における各階の観測加速度記録 

52F(X:229) MAX=122.2cm/s2 

38F(X:229) MAX=85.9cm/s2 

18F(X:229) MAX=31.3cm/s2 

1F(X:229) MAX=15.8cm/s2 

表 1 対象地震動 

表示 地震名 発生日時 発生時刻 規模 震央距離(km)
前震 三陸沖 2011/3/9 11:45 M7.3 813
本震 東北地方太平洋沖 2011/3/11 14:46 M9.0 769

最大余震 茨城県沖 2011/3/11 15:15 M7.6 555
長野 長野県北部 2011/3/12 3:59 M6.7 387
静岡 静岡県東部 2011/3/15 22:31 M6.4 309
宮城 宮城県沖 2011/4/7 23:32 M7.2 704

淡路島 淡路島付近 2013/4/13 5:33 M6.3 59
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2, 3 次の場合は，最初に 1 次の同定を施す．このとき

算出した各パラメータを確定値として，次に 2 次の同

定を施す．最後に 1, 2 次での確定値を用いて 3 次の同

定を施す． 

 

4.振動特性の分析 

図 3に本震における 52 階での伝達関数の適合状況

を示すが，3 次までの適合が施されていることが見て

取れる．図 4に同定した 1 次固有周期の変化を示す．

前震から本震にかけての周期が伸びていることが各

水平成分で確認できる．短辺方向(X:229)で 1.05 倍，

長辺方向(Y:319)で 1.06 倍となっている．また，各水

平成分において本震以後での周期はいずれも前震で

得られたものより長いという結果になっている．2, 3

次に関しても同様の結果が得られた． 

図 5 に同定した短辺方向(X:229)での刺激関数を示

す．地震動によっての変動が少なく，応答形状を把握

することができた．図 6に同定した各パラメータを用

いてモード合成法により算出した本震における 52 階

での速度応答を示すが，観測記録とよく一致した結果

が得られた．各次のモードの周期，減衰定数と速度振

幅の関係性を考察した．速度振幅としては，1F にお

ける速度の観測値の最大(2 成分合成)を用いた．図 7

に 1 次固有周期と速度振幅の関係を示す．正の相関が

みられ，速度振幅の増加による周期の伸びが確認でき

る．2, 3 次に関しても同様の結果が得られた．また，

モードの減衰定数と速度振幅に関しては，短辺方向

(X:229)に正の相関が，短辺方向(Y:319)に負の相関が

みられた．水平成分による異なる減衰特性が把握でき

た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.まとめ 

 東北地方太平洋沖地震前後での複数の観測記録を

用いて，大阪湾岸の超高層建物においての振動特性の

変化について検討した．その際に伝達関数の適合法を

既往の研究とは異なる手順で施し，各パラメータを同

定した．結果として，本震以前からの固有周期の伸び，

建物の応答形状，固有周期，減衰定数の振幅依存特性

を示すことができた． 
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図 3 本震における伝達関数の適合状況 

1 次 3 次 2 次 

図 5 同定した刺激関数（短辺方向 X:229） 

図 4  同定した固有周期 

図 6 モード合成法による同定値と観測値の比較 

52F(X:229) 本震 

図 7 最大速度による固有周期の変化 


